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人間の安全保障 指標化への課題
―位相と変容を超えて―
東 郷 育 子
はじめに―不条理な危機を救うために―
眼の前で、明らかな人道危機が発生していながら、国際社会はなぜ、
その課題解決へ向け、有効な手立てが採れないのか。
ハイチでは２０１１年１月、大地震が起きてから１年が過ぎようとしてい
るのに、現地ではなお８１万人がテントで暮らし、コレラが蔓延し、食べ
ものも確保できず、人道危機が続いている。元々、政情が不安だったと
ころに大地震によって政府が機能しなくなり、無政府状態に近い。頼れ
るのは、国際的な支援という状況である。
アフガニスタンでは多国籍軍が介入してタリバン支配を終わらせ、安
定的な政府を作るはずが、うまく機能せず、安定していないどころか、
タリバンが再び勢力を拡大してきている。住民のみならず、多国籍軍に
も死傷者が増え続け、ここでも人道危機が続いている。
東アジアの北朝鮮では、国民が飢えているのに、為政者は体制維持と
生き残りに必死で何もできず、事態は刻々と深刻の度を深めている。
そこに住み、暮らす現地の人々にとってはそこに生まれたがために、
不条理な危機に巻き込まれて、もがくばかりである。「人間の安全保障」
はこのような人々を救うための外交政策上、極めて戦略的なアプローチ
を具現化できる理念であり、概念として登場してきたはずである。
「人間の安全保障」は、UNDP（国連開発計画）の１９９４年度版『人間開発
報告書』１に初めて登場した概念である。その心地よい語感から抵抗感も
薄れ、政治家も研究者も、国際協力に関心ある人たちやNGOなども「人
間の安全保障」という言葉を好んで枕詞として多用するようになった。
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１５
しかし、専門的に知り得る立場の人たち以外、例えば一般的なごく普通
の国民には無縁で、何のことかわからない人も多い。それは問題意識の
あるなしよりも、平素からよく知られている実例やその政策が実は「人
間の安全保障」に深く関わっている点が見え難いため、理解されていな
いからではないのか。誰にでも分かりやすく理解できて、具体的な政策
や行動に活用できるようにするにはどうすればよいか。理念や概念の普
及や啓発も大切であるが、「人間の安全保障」を理解し、政策や行動に
活用していく上で有効な１つの手法が、目に見える指標化である。
「人間の安全保障」の視点と問題意識から、多種多様な位相と変容を
超えて、なおかつ国家レベルのマクロと人間（個人）レベルのミクロの両
面に亘って、横断的かつ包括的に分析できる指標があれば、応用の幅も
広がり、政策過程への導入、展開に有効ではないかというのが本稿の問
題意識であり、狙いである。
第１節 改めて「人間の安全保障」とは何か
 UNDPが打ち出した「人間の安全保障」
先ずは「人間の安全保障」とは何か。従来の伝統的な国家の安全保障
（national security）とはどう違うのか。「人間の安全保障」はこれから述
べるように極めて包括的な理念であり、概念であるがゆえに解釈も領域
も多義的である２。本稿は「人間の安全保障」概念の定義や解釈を主眼
としていないので、ひと通りの紹介とその解説に止めておく。
初出の１９９４年度版『人間開発報告書』では、「人間の安全保障」概念
を次のように解説している。「長い間、安全保障という概念は国家間の
紛争の潜在的な可能性に左右されてきた。つまり、安全保障は国境に対
する脅威と同一視されてきた。……ところが現在の人が感じる不安と
は、世界の政治的、悲劇的な恐怖よりも日常生活にまつわることが多
１ UNDP, Human Development Report １９９４, Oxford University Press,
New York,１９９４. 邦訳は、UNDP（国連開発計画）『人間開発報告書 １９９４』
国際協力出版会、１９９４年。
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い。つまり安定した雇用・所得・健康、環境や犯罪のない安全性であ
る。……『人間の安全保障』とは、富める国であれ貧しい国であれ、ど
んな所に住んでいる人にもかかわりがある。」３
『人間開発報告書』では、「人間開発」とは「人々の選択の幅を拡大す
る過程」であり、「人間の安全保障」とはこれらの選択権を妨害されず
に自由に行使でき、しかも今日ある選択の機会は将来も失われないとい
う自信を持たせることである、と説明している。その上で「人間の安全
保障」は「人間中心でなければならない」とし、その主要な構成要素は
「恐怖からの自由」と「欠乏からの自由」であるとしている。これらは
国連の発足当初から認識されていたにもかかわらず、前者に偏重されて
きたとし、「国家の安全保障という狭義の概念から、『人間の安全保障』
という包括的な概念に移行すべき」とし、「領土偏重の安全保障から、
人間を重視した安全保障へ。軍備による安全保障から、『持続可能な人
間開発』による安全保障へ」と変わらなければならないとしている。４
脅威としては、次の７つの安全領域を挙げている５。
２ 栗栖薫子「人間の安全保障―主権国家システムの変容とガバナンス」、赤
根谷達雄他編著『新しい安全保障の視座』第３章、pp.１１３―１４９。栗栖は「人
間の安全保障」をめぐる諸言説の概念整理を行い、「横断して、最低限の共
通認識を得ている領域は、難民や避難民など武力紛争下での人びとの生存
の確保である」と指摘している（p.１１８）。概念を考察したものとして、栗栖
薫子「人間の安全保障」『国際政治』第１１７号、１９９８年３月、pp.８５―１０２があ
る。他に「人間の安全保障」をタイトルに含んだ書籍は多数あるが、総合
的な解説本としてわかりやすいものを列挙しておく。勝俣誠編著『グロー
バル化と人間の安全保障―行動する市民社会』 NIRAチャレンジ・ブック
ス、日本経済評論社、２００１年。吉田文彦『「人間の安全保障」戦略 新世界
事情 平和と開発のパラダイムシフトを目指して』岩波書店、２００４年。高
橋哲哉、山影進編『人間の安全保障』東京大学出版会、２００８年。武者小路
公秀編著『人間の安全保障 国家中心主義をこえて』ミネルヴァ書房、２００９
年。福島安紀子『人間の安全保障 グローバル化する多様な脅威と政策フ
レームワーク』千倉書房、２０１０年。
３ 『人間開発報告書 １９９４』p.３。
４ 『人間開発報告書 １９９４』pp.２２―２４。
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経済の安全保障（安定した基本収入や雇用の確保など）
食糧の安全保障（基本的な食糧の確保、食糧の偏在など）
健康の安全保障（感染症への対処、保健衛生や医療サービスの充実、安全
な出産など）
環境の安全保障（安全な水の確保、砂漠化や土地の劣化など環境破壊への
対応など）
個人の安全保障（犯罪、暴力、戦争などの脅威から身を守ること、女性や
子供の安全確保など）
地域社会の安全保障（圧政や伝統的な悪習慣からの脱却、民族対立の解決
など）
政治の安全保障（基本的人権の確保、圧政への対応など）
従来、安全保障とはもっぱら国家の安全保障であり、伝統的安全保障
と位置づけられてきた。「人間の安全保障」はその枠組みを超えて、幅
広く領域を捉えている点で、非伝統的安全保障と位置づけることができ
る。
 日本とカナダによる２つのアプローチ
「人間の安全保障」が提起されたからと言って、国際社会はこれを一
斉に歓迎したわけではない。好意的な国もあれば、批判的な国もあっ
た。その中にあって、「人間の安全保障」概念のアプローチは２つの国、
すなわち日本とカナダによってそれぞれ特色のある解釈と政策展開が主
導されることとなった。
日本政府の「人間の安全保障」アプローチは１９９８年、当時の小渕政権
から本格的に始まる。小渕首相は「アジアの明日を創る知的対話」と題
する演説の中では地球規模で広がる様々な脅威を示しながら「私は、人
間は生存を脅かされたり尊厳を冒されることなく創造的な生活を営むべ
き存在であると信じています。『人間の安全保障』とは、比較的新しい
言葉ですが、私はこれを、人間の生存、生活、尊厳を脅かすあらゆる種
５ 『人間開発報告書 １９９４』pp.２４―４０。
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類の脅威を包括的に捉え、これらに対する取り組みを強化するという考
え方であると理解しております」とし、国際社会の一致した対処、市民
社会との連携・協力の強化の重要性を述べ、社会的弱者対策への取り組
みを表明した６。小渕首相は国連に日本が資金を拠出して人間の安全保
障に関するプロジェクトを支援していく「人間の安全保障基金」７を設置
することも表明した。
１９９９年に国連内に人間の安全保障ユニットが設置されて以来、「人間
の安全保障基金」から２００９年度までの累計約３９０億円を拠出し、１１９の
国・地域で実施される計１９５件の事業を支援してきた８。
２００１年１月には、日本政府のイニシアティブにより、「人間の安全保
障委員会（Commission on Human Security）」９が設置されることになり、事
務局も日本が担当し、同委員会の共同議長にはUNHCR（国連難民高等弁
６ 小渕総理大臣演説 「アジアの明日を創る知的対話」 平成１０年１２月２日。
外務省ホームページより。
７ 「人間の安全保障基金」（UNTFHS）は、１９９９年に日本政府のイニシアティ
ブによって国連内に国連信託基金として設置されたものである。同基金は、
「人間の安全保障」にかかわる国連諸機関が実施する事業、あるいは適当
と判断される場合には国連諸機関が非国連機関との協力関係に基づき実施
する事業に対して資金を拠出するものである。２００４年９月に国連人道問題
調整部（OCHA）の中に人間の安全保障ユニット（HSU）が設置され、同基金
に関する手続き、審査等が行われている。資金拠出は長らく日本単独で
あったが、２００７年からスロベニアが２万ドル、タイが３万ドルの少額では
あるが、現在はギリシャも含めて複数国がドナーになっている。同ユニッ
トのホームページは次の通り。http:／／ochaonline.un.org／humansecurity／
Home／tabid／２０９７／language／ja-JP／Default.aspx 同ユニットの活動につい
て詳細は、東郷育子「日本外交と『人間の安全保障』」、第１０章『日本外交
と国際関係』内外出版、２００９年、pp.３０８―３０９及び福島前掲書、pp.６６―７７を
参照のこと。日本の人間の安全保障政策、及び同基金などの詳しい情報が
外務省のホームページで紹介されている。http:／／www.mofa.go.jp／mofaj／
gaiko／hs／
８ 同基金については、外務省国際協力局地球規模課題総括課『人間の安全
保障基金 ２１世紀を人間中心の世紀とするために』（２００９年８月）で日本の視
点を含めて詳しく解説してある。
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務官事務所長）を退任したばかりの緒方貞子氏と「人間の安全保障」の生
みの親とも言えるアマルティア・セン氏が就任し、その他の専門家たち
とともに「人間の安全保障」の検証が進められた。同委員会が２００３年２
月に発表した最終報告書が『安全保障の今日的課題（Human Security
Now ）』である。この委員会でもこの最終報告書の中で改めて「人間の
安全保障」を定義付けしている。「人間の安全保障」を「人間の生にとっ
てかけがえのない中枢部分を守り、すべての人の自由と可能性を実現す
ること」と定義し、「人が生きていく上でなくてはならない基本的自由
を擁護し、広範かつ深刻な脅威や状況から人間を守ることである」とし
ている１０。「人間の安全保障」と国家の安全保障は、相互に補い合い、依
存しており、「人間の安全保障」は幅広い安全保障概念であると位置づ
けている１１。
この解釈の下で、日本はODA政策に「人間の安全保障」を組み込み、
２００３年８月に改定された新ODA大綱にも明確に「人間の安全保障」を
打ち出した。これを受けて、日本の海外援助機関として活動してきた
JICA（国際協力機構）では、２００４年にその前年に就任したばかりの緒方貞
子理事長が、いわゆるJICA改革の三本柱の１つとして「人間の安全保
障の視点を重視した事業運営」を導入した。
ところで、日本が推進する「人間の安全保障」政策は国際社会の中で
どのような評価を受けてきたのだろうか。ポール・エヴァンスは日本を
代表するアプローチを「人間の安全保障を人間の福利の一種とみなすも
の」とし、「どちらか一方が他方より重要ということはなく、両方が重
要であることを認定している」広範あるいは包括的なアプローチをとる
グループであるとしている１２。福島安紀子は広義として「欠乏からの自
由」に「尊厳を持って生きる自由」（２００５年、後述の国連首脳会合成果文書
で登場）を重ね、さらには「恐怖からの自由」も含むと解釈し、「恐怖か
９ 同委員会のホームページは、http:／／www.humansecurity-chs.org 最終
報告書の英語版・日本語版を掲載。日本語版は、人間の安全保障委員会『安
全保障の今日的課題』朝日新聞社、２００３年として出版されている。
１０ 人間の安全保障委員会、前掲書、p.１１。
１１ 人間の安全保障委員会、前掲書、pp.１２―１４。
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らの自由」との集合は重なり合うようになってきたとしている１３。
そもそも日本の「人間の安全保障」アプローチは憲法９条の制約上、
あるいはODAの長い経験から、どちらかと言えば「欠乏からの自由」
に重点を置いている点で、今でもカナダを代表とする専ら「恐怖からの
自由」を中心に展開するアプローチとは一線を明確に画している。とは
言え、日本は紛争後や紛争予防などの平和構築を主眼とする国連の平和
構築委員会（２００５年設立）の活動には積極的に関わっており、武力行使以
外で「恐怖からの自由」にも貢献している。その点、日本の「人間の安
全保障」アプローチは、広義というよりも、包括的であると表現した方
がより現実に近い。
もう一方のカナダ型の概念アプローチとはどういうものなのか。日本
型の「欠乏からの自由」重視とは対照的に「恐怖からの自由」を重視す
るカナダが典型で、エヴァンスの言葉を借りれば「暴力を伴う紛争での
個人と共同体の保護に焦点をあてた人間の安全保障とその脅威に特化し
た、狭義のアプローチをとる。時にそれは『恐怖からの自由』のアプロー
チと呼ばれ、その焦点は内戦という文脈における個人や共同体の極度の
危機的状況におかれる」１４のである。
対人地雷禁止条約締結でのカナダのイニシアティブが象徴するよう
に、紛争や武器管理、国境を超える犯罪に熱心である。対人地雷禁止条
約の政策過程で行動をともにしてきたカナダやノルウェーなどが中心と
なり、１９９９年に外相レベルによる対話を中心とした「人間の安全保障
ネットワーク」（Human Security Network: HSN）を立ち上げ、１２カ国のメ
ンバーが参加している１５。
カナダ型グループが重視する「恐怖からの自由」をより具体的な政策
展開の上で浮上してきた議論が「保護する責任」である。国際政治にお
いて最も厳しく、過酷な「人間的悲惨」状況が発生した場合、国際社会
１２ ポール・エヴァンズ「人間の安全保障をめぐるアジアからの視座―保護
責任とは何か」佐藤誠・安藤次男編『人間の安全保障：世界危機への挑戦』
東信堂、２００４年、pp.２３１―２３２。
１３ 福島前掲書、pp.３４―５８。
１４ ポール・エヴァンズ前掲論文、pp.２３２―２３３。
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２１
は現実の問題としてその渦中の人々をどのようにして救うことができる
のか。これはしばしば人道的介入の議論と重なる。人道的介入の前に常
に立ちはだかってきたのが国家主権という問題であった。「人間の安全
保障」の立場に立てば、この国家主権をも超えて行動すべきではないか、
というのが着目の原点である。
２０００年９月の国連ミレニアム・サミットの直後、アナン国連事務総長
の要請で、「介入と国家主権に関する国際委員会」（International Commis-
sion on Intervention and State Sovereignty: ICISS）が、オーストラリア元
外相のギャレス・エバンズとアルジェリア元国連大使の二人が共同議長
となり、カナダ政府と民間財団の財政支援を得て設立された１６。
ICISSは、２００１年１０月に報告書『The Responsibility to Protect（保護
する責任）』を公表し、まず国家主権として、国民を保護する主要な責
任は国家にあることを確認し、自国民の保護という国家の基本的な義務
を果たす能力のない、あるいは果たす意思のない国家に対し、国際社会
全体が当該国家の保護を受けるはずの人々について「保護する責任」（略
称：R２P）を負うという概念を提示し、最終手段として軍事介入も正当化
できることを打ち出した。それには軍事介入の正当化の事由を限定化
し、国連安保理の機能強化を前提に安保理が適切に対応することを提言
した１７。
ただ、介入のための正当化の具体的な基準は、起草段階で人間の安全
保障には批判的なアメリカの抵抗により、安保理での拒否権行使に対す
る制限になり得る表現が削除されるなど、この中では示されなかった。
「保護する責任」は人道危機に「対応する責任（responsibility to react）」
１５ 対人地雷全面禁止条約でともに活動してきた国々がメンバーとして参加
して立ち上がったもので、定期閣僚会合を年１回開催している。メンバー
は、カナダ、ノルウェー、オーストリア、チリ、コスタリカ、ギリシャ、
アイルランド、ヨルダン、マリ、スロベニア、スイス、タイの１２カ国、オ
ブザーバーとして南アフリカ。日本もオブザーバー参加。
１６ 同委員会の諮問委員としては、カナダ（２名）、アルジェリア、アメリカ、
ロシア、ドイツ、南アフリカ、フィリピン、スイス、グアテマラ、インド
の出身者１２名で構成されている。
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のみを意味するのではなく、「予防する責任（responsibility to prevent）」、
すなわち人道危機の発生を防ぐための活動と「再建する責任（responsibil-
ity to rebuild）」、すなわち軍事介入によって紛争や人道危機を終わらせ
た後に開始される活動も含むとした１８。
ICISSの報告書は２００１年１２月に国連総会に提出され、２００４年５月に安
保理に提出された。その後、「保護する責任」は、国連改革を検討する
ために事務総長諮問機関として２００３年１１月に立ち上げられていた「ハイ
レベル委員会（High-level Panel on Threats, Challenge and Change）」が２００４
年１２月に出した報告書『A more secure world: our shared responsibility
（より安全な世界：我々が共有する責任）』（A／５９／５６５）１９で、安保理の承認に
よる武力行使が「保護する責任」の最終手段として認め、正当化基準を
示した。
１７ ICISS, The Responsibility to Protect, Report of International Commis-
sion on Intervention and State Sovereignty. http:／／www.iciss.ca／report２-
en.aspに全文が掲載されている。補足資料として、ICISS, The Responsibil-
ity to Protect: Research, Bibliography, Background, Supplementary Vol-
ume to the Report of the International Commission on Intervention and
State Sovereignty, International Development Research Centre: Ottawa,
Canada,２００１が出版されている。日本語の文献として、同報告書の概要を
邦訳、解説した堤功一「保護する責任（The Responsibility to Protect）―介
入と国家主権についての国際委員会報告（２００１年１２月）」『立命館法学』２８５
号、２００３年２月、pp.３５５―３６５、川西晶大「『保護する責任』とは何か」『レ
ファレンス』２００７年３月、pp.１３―２７などが簡潔にまとめられているので参
考になる。
１８ 「保護する責任」を分析したものとして、南山大学社会倫理研究所『社会
と倫理』（２２）２００８で「特集 保護する責任」が組まれ、８人の研究者による
論文が掲載されている。その他、千知岩正継「人道的介入論の最近の動向
とその課題―『介入する権利』から『保護する責任』へ」九州大学政治研
究会『政治研究』２００４年３月、pp.１６３―１９７、饗場和彦「人道的介入におけ
る『違法だが正当』とする概念について」大阪大学大学院国際公共政策研
究科『国際公共政策研究』１３（１）２３、２００８年９月、pp.１―１３、滝澤美佐子「人
間の安全保障と人道的介入―国連における人間の安全保障の展開を軸とし
て」、武者小路編前掲書 第５章、pp.１０９―１２７、などがある。
《論 説》
２３
それでは「保護する責任」による介入は実現したのだろうか。残念な
がら国家主権の壁は厚く、今に至っても成立していない。それは安保理
にどの案件が持ち込まれても、常任理事国の反対により成立しないから
である。従って、国連安保理改革なしには「保護する責任」による介入
は実現しない。しかし、「保護する責任」で打ち出された基準は、それ
まで国家の利益、その時々の状況によって都合よく解釈、実行されてき
た人道的介入（と介入国が自ら称している場合）に明確な基準を設けたこと
に意義があった。正しく運用されるかどうかは国際社会のなお一層の努
力と理解が不可欠なのである。
 非公式から公式へ主流化の歩み
意外に思うかもしれないが、１９９４年にUNDPが提唱した「人間の安全
保障」概念が国連本体の公式文書に初めて採り上げられたのは２００５年９
月の国連首脳会合での成果文書の中である。初出から実に１０年余も経っ
てからのことになる。
まず同年９月の首脳会合に先立ち、「ハイレベル委員会」による提言を
受けて、アナン事務総長は同年４月に事務総長報告『In larger freedom:
towards development, security and human rights for all（より大きな自
由を求めて：すべての人のための開発、安全保障および人権）』２０を発表した。
この中で「欠乏からの自由」と「恐怖からの自由」の枠組みを持ち出し、
前者については、ミレニアム開発目標、いわゆるMDGs２１の達成状況が
１９ A more secure world: Our shared responsibility: Report of the
Secretary-General’s High-level Panel on Threats, Challenges and Change.
http:／／www.un.org／secureworld
２０ Kofi A. Annan, In larger freedom: towards development, security and
human rights for all, April２００５, UN.
２１ ２０００年９月、国連ミレニアム・サミットは、国連ミレニアム宣言を採択
し、平和、安全及び軍縮、開発及び貧困撲滅、共有の環境の保護、人権、
民主主義及び良い統治、弱者の保護、アフリカの特別なニーズへの対応、
国連の強化に言及し、２０１５年までに国際社会が達成すべき８つの目標（貧困
削減、初等教育の普及など開発に関する目標）を示したミレニアム開発目標
（Millennium Development Goals: MDGs）を提示したものである。
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一部の地域を除いて未だ満足のいく状況にないことを率直に認め、より
一層の努力を国際社会に求めた。後者についてはテロ防止、核兵器開
発・拡散の防止・軽減、「ハイレベル委員会」が提言した紛争後の平和
貢献のための「国連平和構築委員会」の創設提案、ICISSとハイレベル
委員会の「保護する責任」を取り上げ、必要な時には行動するとした。
ただし、この事務総長報告書の中でも依然として「人間の安全保障」
という言葉は採用されなかった。本番の国連首脳会合では、ミレニア
ム・サミットをレヴューする成果文書２２がまとめられ、続く国連総会で
採択され、国連の公式文書（A／RES／６０／１）として初めて「人間の安全保
障」に関する文言が明記されたのである。
同成果文書に「保護する責任」（パラグラフ１３８―１４０）が明記され、「大量
殺戮、戦争犯罪、民族浄化および人道に対する犯罪から人々を保護する
責任」として、各国がこうした場合に自国民を保護する責任を持つが、
その機能を果たさない場合、国際社会も憲章に従って保護する責任を有
するとし、安保理の積極的な介入を求めた。
同成果文書には「人間の安全保障」項目（パラグラフ１４３）として言葉と
ともに「我々が、人々が、自由に、かつ尊厳を持って、貧困と絶望から
解き放たれて生きる権利を強調する。我々は、全ての個人、特に脆弱な
人々が、全ての権利を享受し、人間としての潜在力を十分に発展させる
ために、平等な機会を持ち、恐怖からの自由と欠乏からの自由を得る権
利を有していることを認識する。」とし、人間の安全保障に積極的にコ
ミットすることが明記された。
公式文書に「人間の安全保障」が明記されたことにより、国連におけ
る「人間の安全保障」の主流化が始まり、広く国際社会での積極的な関
与が進み始めたのである。カナダが主導する「人間の安全保障ネット
ワーク」とは別に、日本は、２００６年１０月にメキシコとともに、ニュー
ヨークベースの非公式・自由なフォーラムとして「人間の安全保障フレ
ンズ（the Friends of Human Security: FHS）」２３を立ち上げ、「人間の安全保
２２ ２００５年世界サミット成果文書（仮訳）外務省ホームページより。http:／／
www.mofa.go.jp／gaiko／unsokai／pdfs／０５９１６_seika.pdf
《論 説》
２５
障」の共通理解の構築や同理念の主流化に向けて関心国・機関と議論す
るオープンで、参加も自由なフォーラムとして定着させてきた。オープ
ン、非公式の形式によって、より多くの国々を取り込み、結果として
「人間の安全保障」に批判的な国々や慎重な国々にも関心を呼ぶ契機に
なったと言えよう。
こうした流れに乗って、２００８年５月には、国連総会テーマ別討論「人
間の安全保障」（General Assembly Thematic Debate on Human Security）が
実現した。このテーマ別討議はケリム国連総会議長のイニシアティブで
全加盟国を招待しての「人間の安全保障」に関する国連史上初めてのテー
マ別討論であった。
この時は形式上、まだ非公式であったが、内容的には非常に盛り上
がった討論であった。２０１０年５月にはミレニアム・サミットのフォロー
アップ議題の下で「人間の安全保障」に関する国連総会公式討論が開催
され、非公式から公式に格上げされたのである。公式討論に先立ち、事
務総長報告（A／６４／７０１）が提出され、「人間の安全保障」の重要性が改め
て確認された。
同７月には日本がイニシアティブをとり、５５カ国の共同提案で、首脳
会合成果文書のパラグラフ１４３のフォローアップに関する国連総会決議
（A／RES／６４／２９１）が採択された。この時の共同提案国に、P５から唯一ア
メリカが参加したことは特筆すべきことであり、いわゆる「アウトリー
チ現象」２４の成功例と言えよう。
こうした日本の活動が評価されて、２０１０年１２月には、日本の高須幸雄
外務省参与（前国連代表部大使）が潘基文国連事務総長から「人間の安全
保障」に関する国連事務総長特別顧問に任命された。国連諸機関では引
き続きUNDPが「人間の安全保障」を推進している他、UNESCOも地
２３ 日本とメキシコが主導して２００６年に立ち上げたニューヨークベース（国
連）の非公式・自由なフォーラム。毎年参加国、機関が増えて、計１００を超
える。「人間の安全保障」に慎重、批判的なP５メンバーも参加しているのが
特徴。人間の安全保障ネットワークと競合や対立というのではなく、対話
促進、共通理解、コラボレーションなど、お互いに補完するものと位置づ
けている。
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域、サブリージョナルなレベルで「人間の安全保障」に関する一連の会
議を開催しており、２００８年には『Human Security: Approaches and
Challenges 』２５を発表した。世界銀行も開発援助を通じた「人間の安全
保障」アプローチを採り入れ、実践している２６。
国連以外にも、人間の安全保障は、サミットやAPEC、ASEAN、
OAS、EUなどの首脳・閣僚級会議や地域機構でも採り上げられるよう
にもなった。国レベルでも多くの国が「人間の安全保障ネットワーク」
や「人間の安全保障フレンズ」を通して活動を続けている。多くの国で
「人間の安全保障」を担当する部署を設置するようにもなった。包括的
で曖昧すぎると批判されてきた「人間の安全保障」も、多くの国・機関・
組織の人びとの努力によって国際社会で徐々に受け入れられるように
なってきたと言っても過言ではない。
第２節 位相をいかに収束するか―指標化から見えてくるもの―
現状分析の最も単純な方法はテーマに沿ったデータを選び、数値を取
り出して分析する。経済発展を示す指標は今ではGDP（名目、あるいは購
買力平価）が一般的で、経済的な「豊かさ」の目安になっている。経済
成長率はGDPの成長率で比較される。しかし、これは社会の実相を表
す一部でしかない。GDPが高いから福利厚生の水準が高いとは限らな
い。著しい経済成長を続けている中国は外貨準備高では２００６年末には世
２４ 神余隆博「日本の人間の安全保障政策とその外交的実践」『国際公共政策
研究』１３（１）２３、２００８年９月、pp.３９―５２。神余は「人間の安全保障フレンズ」
において日本が粘り強く説得したことなどの例を挙げ、消極的であった国
の態度を変えることができたとしている。人間の安全保障ユニットの田瀬
和夫は、アメリカが人間の安全保障についてアメリカ独自の考え方と政治
的な理由から、意図的に明確な立場を表明したことはないという事実を挙
げている。筆者によるインタヴュー。詳細は（注７）拙稿前掲論文、pp.２９７―
２９８参照。
２５ http:／／unesdoc.unesco.org／images／００１５／００１５９３／１５９３０７e.pdf UNESCOの
人間の安全保障に関する活動については、福島前掲書、pp.７４―７７が詳しい。
２６ 世界銀行の活動については、福島前掲書、pp.７７―７９が詳しい。
《論 説》
２７
界第１位、GDP（名目）では２０１０年にはすでに日本を抜いて世界第２位に
なったとされているが、一人当たりGDPでは第１０４位であり、中国は経
済大国でありながら、自らを発展途上国であると言い切る。発展途上国
とは何を基準に定義すればいいのか、改めて考えさせられる事例である。
「貧困」についてはどうか。国連では一日１ドル以下で生活している
人たちを貧困層と呼んでいる。国連のMDGsでも２０１５年までに一日１ド
ル未満で生活する人口と飢餓に苦しむ人口を半減させることを目標の１
つに掲げている。しかし、「貧しさ」は必ずしも所得額だけで表せるわ
けではない。極端な話をすれば、一日１ドルなくても食べていけて、
「豊かな」生活が可能な状況もある。数値や指標は、決して万能ではない。
「平和」についてはどうか。これもどこをどう捉えて「平和」とする
のか、範囲が必ずしも単純ではない。ヨハン・ガルトゥングは「平和」
を「暴力のない状態」と定義し、「暴力」を「人間が潜在的に持つ可能
性の実現の障害であり、取り除きうるにもかかわらず存続しているも
の」とし、通常の暴力、戦争や内戦など、行為主体がはっきりしている
ものを「直接的（個人的）暴力」と呼び、それがない状態を「消極的平和」
とした。因果関係が複雑で行為主体が明確でなく貧困、飢餓、人権侵害
など社会制度や国際システムによるものを「構造的暴力」と区別し、そ
れらのない状態を「積極的平和」と呼んだ。この「平和論」は「人間の
安全保障」にも通じる概念設定である２７。
これまで国際社会の様々な実像を表す指標は数多く開発されてきた。
筆者はこれらの数値化を否定するものではない。世の中の矛盾や悲惨さ
をどこまでデータに置き換えることができるのか、計量化が難しい人間
一人ひとりの内心の痛みや喜怒哀楽とその集計値をデータ化して、指標
化することは人文社会科学の永遠のテーマであるに違いない。果たして
「人間が人間らしく、平和で幸福に生きる」状況をどのように客観化す
るか、あるいは計測することができるのか。本節ではこの命題に焦点を
２７ ヨハン・ガルトゥング、邦訳、高柳先男、塩屋保、酒井由美子訳『構造
的暴力と平和』中央大学現代政治学双書１２、中央大学出版部、１９９１年。そ
の他、解説本として、ヨハン・ガルトゥング、藤田明史編著『ガルトゥン
グ平和学入門』法律文化社、２００３年、がある。
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絞って代表的な取り組みを整理してみたい。
 UNDPの人間開発指数（Human Development Index）
UNDPは１９９０年から『人間開発報告書』を発行し、従来の国家単位の
経済開発中心の見方から、個々の人間に目を向けた開発を提唱し始め
た。すでに１９７０年代、１９８０年代には開発領域で使われてきたBHN（Basic
Human Needs）や持続的な開発（sustainable development）という考え方を
中心に設定していたが、これらも包括し、さらに発展させたのが「人間
開発」という新しい概念である。
人間開発とは、「人々が各自の可能性を十全に開花させ、それぞれの
必要と関心に応じて生産的かつ創造的な人生を開拓できるような環境を
創出すること」、「各々にとって価値ある人生を全うすることを人々に可
能とする、選択肢の拡大こそが開発」なのである２８。人間開発の概念を
提唱したマブーブル・ハックは「開発の目的とは、人々が、長寿で、健
康かつ創造的な人生を享受するための環境を創造することなのである」
と説明している２９。ところが、国際社会にはこの人間開発を阻害する要
素があり、その阻害要因を取り除くアプローチとして「人間の安全保障」
が登場したのである。
いわば、それまでの国家の発展を測る基準として使われてきたGNP
（国民総生産）を超越する、より包括的な社会経済指標として開発された
のが「人間開発指数（HDI＝Human Development Index）」である３０。
HDIは健康と長寿を表す平均余命、知識を表す成人識字率・総就学
率、豊かさや人間らしい生活を表す一人当たりGDP（国内総生産、購買力
平価計算）を使って計算された指数である。１．０により近い数値ほど人間
開発が進んだところとなる。その数値から人間開発上位国、中位国、下
２８ UNDP日本事務所ホームページより。http:／／www.undp.or.jp／hdr／
２９ 同上。
３０ ハクとセンの「人間開発」についての代表的な著書を挙げておく。マブー
ブル・ハク『人間開発戦略―共生への挑戦』日本評論社、１９９７年。アマル
ティア・セン『自由と経済開発』日本経済新聞社、２０００年。同『貧困の克
服―アジア発展の鍵は何か』集英社新書、２００２年。
《論 説》
２９
位国と分類される。日本はちなみに上位国で２００９年には第９位であっ
た。上位国には北欧、ヨーロッパ諸国が占めているが、アメリカは意外
に低くて第１３位、アジアでは第２３位にシンガポール、第２６位に韓国で、
中東の産油国も一人当たりGDPが高いために上位国にランクされてい
る。
『人間開発報告書』では、この分類でその他のデータを組み合わせる
ことで、生存権の剥奪状況をはじめ、人間資本の形成、南北格差、女性
の地位、農村と都市の格差、保健医療の状況、食糧の確保、教育の不均
衡、コミュニケーションの現状、雇用、援助の流れ、人口統計、天然資
源のバランスシート、エネルギーの消費など、その国の多種多様な現状
と実態を計量的に測り、国によって何が足りないのか、どこまで達成で
きているのか、何が問題なのか、などを客観的かつ相対的に推認するこ
とができるようになっている。これに付随して、貧困という状況を示す
人間貧困指数（Human Poverty Index）、女性に特化した開発状況を示す
ジェンダー開発指数（Gender Development Index: GDI）、女性の社会進
出、地位向上の状況を示すジェンダー・エンパワーメント指数（Gender
Empowerment Measure: GEM）などもある。
HDIの最大の欠点は、一人当たりGDPも指標計算の一部に入れている
ため、例えば把握が難しい人権侵害といった「人間の安全保障」の重要
な要素から判断しても評価が厳しいはずの国が中位国の中に分類される
場合が出てきてしまうことにも象徴される。国単位であるため、国内に
おける矛盾や問題点、例えば著しい所得格差や社会格差がある状況を表
すこともできない。
 ブーム化の多種多様な幸福度指数
人々は今の生活にどこまで満足し、幸せであると思っているのか。幸
福度という考え方は古くからある。第２次世界大戦後の世界においては
GNP（１９９３年頃からGDPの方が一般的）こそ豊かさを測る指標となり、そも
そもこれだけで人間の「豊かさ」を測ることができるのか、ましてや幸
せを測る指標と言えるのかという発想と問題意識から生まれたもので、
UNDPのHDIも同じ発想と問題意識が原点である。
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ブータンでは１９７２年に第４代ワチュク国王が初めて提唱し、その後、
政策の柱と位置づけてきた国民総幸福量（Gross National Happiness:
GNH）という独自の経済指標も、次第に注目されるようになってきた。
このブータンの国策は、世の中の幸福度の指標化ブームの伏線にもなっ
ている３１。
ブータンのGNHは、経済的自立、環境保護、文化の推進、
良い統治を４本柱とし、２００６年には構成要素として心理的幸福、健
康、教育、文化、環境、コミュニティー、良い統治、生活
水準、	自分の時間の使い方の９分野を打ち出した。基本は、国民に対
する聞き取り調査でデータを収集し、集計したものである。ブータンで
は２００５年の調査では実に国民の９７％が幸福であると答えている。大国に
囲まれた山岳地帯の小国、鎖国の歴史、仏教徒の国、絶対君主制（２００８
年に立憲君主制に移行）であったという特殊な事情と背景があるが、ちな
みにUNDPのHDIでは人間開発中位国であり、１８２カ国中１３２位に過ぎな
い。しかし、ブータンで特筆すべきは、このGNHに基づいて政府が具
体的な政策を展開していることであり、実際に一人当たり国民所得が南
アジア２位となるなど、数値としても効果をあげている点である３２。
「幸福」の指標化については、２００８年から２０１０年にかけて世界中で多
種多様な動きがあった。自国をはじめ、自分たちは国際社会の中でどれ
程に幸せなのかどうかを見定める「幸福度指数」ブームとなっている。
フランスのサルコジ大統領の肝入りで２００８年に発足した幸福度測定に関
する委員会（Commission on the measurement of economic performance and
social progress：通称スティグリッツ委員会）は、２００９年９月公表の中間報
告書３３でこれまでのGDPでは人間の幸福に与える影響が測れないとし、
統計的な概念は正しくないかもしれないし、測る過程も不完全であろう
としつつ、GDP算出の項目に幸福度や余暇の多さ、経済成長の持続性、
天然資源、環境なども加味するように提言した。サルコジ大統領は報告
３１ ブータンのGNHについて総合的な解説本として、大橋照枝『幸福立国ブー
タン 小さな国際国家の大きな挑戦』白水社、２０１０年がある。
３２ 大橋前掲書、pp.８９―９８。
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３１
書に基づいて各国にGDPの見直しを提案し、議論を呼んだ。
フランスに続いて、英国のキャメロン首相も２０１０年１１月、同国を家庭
により優しい国家にするため、国民の生活満足度を図る「幸福度指数」
を導入する計画を発表した。これは対人関係、地域、仕事などの生活面
でどのくらい満足しているかを国民に質問するアンケートによる指標化
である。その他、カナダや韓国などでも幸福度に関する研究が始まって
いる。
日本の民主党政権は２００９年末にまとめた「新成長戦略」の中で幸福度
を表す新たな指標開発の方針を打ち出した。教育水準や治安、健康寿命
などを数値化し、GDPだけでは評価しきれない国民の豊かさを客観的
に測定するのが狙いである。２０１０年３月に幸福感の意識調査を全国男女
４，０００人を対象に実施、４月に結果を公表した。２０１１年４月には新指標
の原案が公表されることになっている。
日本にも「豊かさ」の指標化に挑戦してきた経緯がある。１９７３年に経
済企画庁経済審議会NNW開発委員会が提唱した「国民純福祉（Net Na-
tional Welfare: NNW）」という指標があった３４。経済と環境、家事労働や
余暇時間などが組み込まれた指標であったが、複雑すぎて普及しなかっ
た。その後、国民生活審議会が１９８６年には「国民生活指標（NSI）」で、
１９９２年にはいわゆる「生活の豊かさ指標」を示すものとして「新国民生
活指標（PLI）」（１９９８年に廃止）、２００２年には「暮らしの改革指数（LRI）」を
提唱してきたが、いずれも長続きしなかった。これらの延長上に今回の
民主党政権の試みがある。民主党政権は２０１０年５月、OECDの閣僚会議
で、幸福度を示す新指標の作成やGDP統計の精度向上などを検討する
ように呼びかけた。
３３ Report by the Commission on the Measurement of Economic Perform-
ance and Social Progress,２００９. 同委員会のメンバーは、コロンビア大学の
Joseph E. Stiglitz（委員長）、HDIの開発に携わり、また人間の安全保障委員
会共同議長だったハーバード大学のアルマティア・センらが関わっている。
http:／／www.stiglitz-sen-fitoussi.fr
３４ NNW開発当時の解説本として、浅野義光『GNPとNNW 国民総福祉時
代の幕開け』１９７１年、日本経済新聞社、が参考になる。
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幸福度に関する指標には、その他、英国の調査機関ニューエコノミッ
クス財団（The New Economic Foundation）が開発している生活満足度と
平均余命を掛けたものをエコロジカル・フットプリント３５で割った「地
球幸福指数（HPI: The Happy Planet Index）」３６をはじめ、スウェーデンの
調査機関WVSA（World Values Survey Association）が幸せかどうかを
問う幸福度と生活にどの程度満足していますかを問う生活満足度を含む
「世界価値観調査（World Values Survey）」３７、などがある。WVSを意識
したもので、猪口孝、田中明彦らによるアジア諸国の価値観を調査する
「アジア・バロメータ （ーAsiaBarometer）」でも、幸せかどうかを問う
幸福度や生活面で満足しているかどうかの満足度といった質問項目が含
まれている３８。
幸福度の指標化には、主に二つの傾向がある。１つには基本的に個々
の人間がどれだけ現状を幸せであるかどうかを認識しているかを集計す
３５ 地球の環境容量を表す指標。人間活動が環境に与える負荷を資源の再生産
及び廃棄物の浄化に必要な面積を示した数値。
３６ http:／／www.happyplanet.index.org／
３７ http:／／www.worldvaluessurvey.org／index_surveys ２０００年 のWVSの 結
果をまとめた邦訳版として、電通総研、日本リサーチセンター編『世界６０
カ国価値観データブック』同友館、２００４年がある。
３８ アジア・バロメーターは、２００３年から１０年間の継続でアジア全域をカ
バーする時系列、定点定期世論調査で、普通の人々の日常生活に焦点を当
てたものである。カバーするテーマとしては社会基盤整備、経済状況、生
活における価値観・満足度、社会的行動の価値観・満足度、アイデンティ
ティ、政治意識、健康状態としている。同プロジェクトは、ホームページ
http:／／www.asiabarometer.org／でデータ・成果分析を公開している。刊行
物として２０１１年春現在、次の３冊がある。猪口孝、ミゲル・バサネズ、田
中明彦、ティムール・ダダバエフ編著『アジア・バロメーター 都市部の
価値観と生活スタイル アジア世論調査（２００３）の分析と資料』明石書店、
２００５年。猪口孝、田中明彦、園田茂人、ティムール・ダダバエフ編著『ア
ジア・バロメーター 躍動するアジアの価値観 アジア世論調査（２００４）の
分析と資料』明石書店、２００７年。猪口孝編著『アジア・バロメーター 南
アジアと中央アジアの価値観 アジア世論調査（２００５）の分析と資料』明石
書店、２００９年。
《論 説》
３３
る方法である。GNH、WVS、アジア・バロメーターなどはこの手法で
ある。２つには幸福に関する指標を組み合わせて指数化する方法であ
る。例えばフランスが取り組んでいる指標化もこれに当たる。わかりや
すい例として、休暇をどれだけ多く消化しているかの数値を指標に組み
込もうとしているが、そもそもバカンスが５週間も義務づけられている
お国柄の発想で、フランスが優位になる狙いが透けて見える。
幸福度の指標化に対する厳しい評価は、多々あるが、そもそも幸福は
客観化できるのか、という根本的な疑問がつきまとっている。元世界銀
行副総裁の西水美恵子は「国民の幸福などを測っても無駄です。そもそ
も幸せは測れないもの」とばっさり切り捨てた上でブータンのGNHに
ついては「国民総幸福量は指標ではなく、ブータンが長年貫いてきた政
治哲学」として、高く評価している３９。
様々な指標において、例えば一国の各種指標を取り上げて並べてみて
も、それぞれの指標でランキングが違った結果となっている。これは同
じ調査項目でも、サンプリングの取り方や質問項目の内容で、答えが
違ってくるからである。アジア・バロメーターでは、例えば軍事政権下
で人権状況に問題があり、貧しいミャンマーで「非常に幸せ」「かなり
幸せ」と答えた人が６割近くになり、人間開発（HDI）ではミャンマーよ
りも上位国である日本や韓国の幸福度を上回っているなど、国民性や国
民生活の特色が回答に影響し、結果出てくる数値は「人間の安全保障」
の概念から判断すれば、明らかに現状との間に矛盾が生じてしまう４０。
人々が幸せと認識するかどうかは、心理的要素や他者との関係から自
己の状況を認識する相対的な条件もあるため、人文社会科学的にどこま
で意味を持つことができるのかという点で、自ずと限界がある。そもそ
も休暇に幸福の価値をおくか、仕事することに幸福の価値をおくか、家
族関係や宗教など文化や社会構造の違いも存在する。このため、いずれ
の方法においても調べる側、解釈する側にバイアスが介入する可能性も
３９ 日本経済新聞朝刊、２０１０年６月２８日、５面。
４０ ミャット・テイン「第５章 ミャンマー：比較社会文化の観点から見る
暮らしと幸福」、猪口孝他『アジア・バロメータ （ー２００４）』pp.１２５―１４７。
人間の安全保障 指標化への課題
３４
多く、ましてや全世界的に広く共通に受け入れられる有効な指標になり
得る保証は、さらに狭くなる。この点は賛否両論があってもUNDPの
HDIはあえて万人が認めるデータのみで指数化することにも意義はあ
る。
 国家ベースで有効な世界平和指数（Global Peace Index）
平和な世界をいかに描くか。これは、そもそも「平和」とは何かとい
う定義、捉え方で変わってくる。筆者が実施した日米仏中４カ国におけ
る平和観に関する国際比較調査でも、平和の範囲についての複数回答に
おいて、例えばアメリカが「世界・全人類まで」とする一方で、他のど
の３カ国よりも「家族・親族まで」とする回答も多かったが、中国では
もっぱら「国民・国家まで」と考える人たちが最も多かったという調査
結果からもわかるように、国による位相は大きい４１。
それでは平和な状態とは単純に戦争や内戦がなければ良いのか。
SIPRI（ストックホルム国際平和研究所）４２やオスロ国際平和研究所（PRIO）４３
など、安全保障に関わる様々なデータを集めている研究機関、国連機関
や各国の国防・防衛機関など数多あるが、個別の膨大なデータ蓄積があ
る。そもそも目的が違うので、データとして存在することに意義があ
り、これまでは必ずしも包括的な平和の指標化を必要としてこなかった
面がある。
英国の経済平和研究所（Institute for Economics and Peace）は、平和に
関する既存のデータを利用してGlobal Peace Index（GPI）を開発し、２００７
年５月から毎年発表している。現在は１４９カ国を調査対象にしており、
改良や修正を加えながら時系列分析を進めている。指標化を構成する
データの項目は、内戦、対外戦などの数やその戦死者数、人口に占める
難民比率、１０万人当たりの殺人数、囚人数、治安・警察従事者数、
４１ 嶋矢志郎、東郷育子『平和貢献活動の国際比較分析－NGO・NPOにみる
平和維持と環境保全の位相と変容』（科研費基盤研究（A）研究成果報告書）
２００１年３月。
４２ ホームページはhttp:／／www.sipri.org／
４３ ホームページはhttp:／／www.prio.no／
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３５
GDPに占める軍事費の比率、１０万人当たりのフルタイム兵員数や主要
通常兵器の輸出入量、重兵器数、国連駐留軍や非国連駐留軍の要員数、
といった数値の他に、近隣国との関係、政治的不安定、人権侵害、犯
罪、テロの可能性、など質的な評価要素も含めて２４項目を基に、指数化
のためのスコアを取り、指標化したものである。
総合スコアとしてのGPIと各項目との組み合わせで相関関係を分析し
ている。ちなみに２０１０年のGPIランキングでは、第１位がニュージーラ
ンド、第２位がアイスランド、第３位が日本、続いて北欧諸国や西欧諸
国が並んでいる。軍事大国であり、かつ戦争を続行しているアメリカは
８５位になっている。最下位がイラクで、ワースト順にソマリア、アフガ
ニスタン、スーダン、パキスタン、イスラエル、ロシア、グルジア、
チャド、北朝鮮と続く４４。
このGPIは国家安全保障に関する指数だけでなく、人権侵害や犯罪、
暴力などに関する「脅威の指数」も含めたことなど、「平和」を意味す
る指標を広く捉えており、ガルトゥングが目指した平和の概念に通じる
面もある。なお、これとても主観的な判断が入る余地があり、限界があ
る。とは言え、「人間の安全保障」の基本的な柱である「恐怖からの自
由」の視点を見る１つの指標として大いに参考になる。ただ、２４項目の
取捨選択基準が、適切か否か、利用するデータの信頼性はどうかなど、
検証してみる必要がある。
第３節 「人間の安全保障」の真意と本質―何のための指標化か
「人間の安全保障」をより具体的に政策展開していくには、「人間の安
全保障」に関する基礎となるデータの収集とその分析による現状把握、
現状認識が先決である。
現状把握するにはどうすればよいか。テーマや事例を設定し、事実関
係と関連する個別データを分析する。これは正攻法であり、無難であ
る。しかし、個別のテーマや事例においては有効でも、他のテーマや事
４４ http:／／www.visionofhumanity.org／gpi-data／
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例への応用展開という点では必ずしも有効とは限らず、有効性を高める
には、膨大な積み重ねが必要になる。
これまでにも「人間の安全保障」の領域に関する指標がいくつか示さ
れてきた。その多くは、栗栖薫子も指摘するように、人間の安全保障研
究の中の実証主義の中で「操作可能な学術的概念として創出する試み」
としての「人間の安全保障」のモデル・指標の構築がなされてきた４５。
しかし、結論を先取りすれば「人間の安全保障」の指標化は未だ確立
されておらず、なお試論の域を出ていない。ここでは全て網羅できるわ
けではないが、少なくとも主な指標化の試みは海外のものが多く、公刊
された研究論文のレベルで把握できる範囲では日本国内のものは見当た
らない。
従って、現時点で「人間の安全保障」に関する絶対的な権威を確立し
た指標は未だなく、試行過程にある。その最大の要因は、最初に指摘し
たようにそもそも「人間の安全保障」が極めて包括的な概念であり、観
念的かつ抽象的で、見方によっては十人十色の解釈も可能な程に曖昧さ
と恣意的な解釈をも受け入れる全人的な概念だからである。「人間の安
全保障」の構成要素である「欠乏からの自由」と「恐怖からの自由」の
どちらに重点を置くかによっても概念設定が大きく変わってくるからで
ある。従って、その延長線上に設定される指標も変わってきて当然であ
る。
そこで、本節では「人間の安全保障」に関連する指標化の試みとその
可能性について、検証してみたい。
 指標化はどこまで進んでいるのか
UNDPが「人間の安全保障」を打ち出した出発点の１９９４年版『人間開
発報告書』に戻ってみよう。その中で、UNDPは「人間の安全保障」を
具体的に表す指標として、正確に数量化することは不可能であるとしな
がらも、考え得る指標として次のような指標を挙げている。
４５ 栗栖薫子「人間の安全保障研究と国際関係論―新しいリサーチの地平？」
『国際公共政策研究』vol.１４、no.１、２００９年９月、pp.１５―３０。
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食糧危機については、１日に必要なカロリー摂取量に対するカロ
リー供給量の割合、１人当たりの食糧生産指数、食糧輸入依存率の
動向を測る。
職業、所得危機については、失業率の高さ、失業期間の長さ、実質
国民所得や実質賃金の急激な減少、異常に高いインフレ率、富裕者
と貧困者の所得格差で測る。
人権侵害については、政治的な投獄、拷問、失跡、報道検閲やその
他の人権侵害の件数を測る。
民族、宗教紛争については、総人口に対する、紛争に巻き込まれた
人の割合、犠牲者の数で測る。
不平等については、主にさまざまな人口集団の間の人間開発指標
（HDI）の違いによって測る。
軍事支出については、保健支出に対する軍事支出の割合で測る４６。
などを提示しているが、「人間の安全保障」に対する世界的な脅威を示
す指標があれば、理想的であると吐露している。これらは羅列的で、
「人間の安全保障」分野の個々の状況を知るには有効であるが、これで
は今までのデータ分析と何ら変わらないことになり兼ねない。
貧困撲滅を目指す世界銀行はPRIOのUppsala Conflict Data Program
（UCDP、同データベースは前述のGPIでも利用されている）を利用し、世界
の現時点での「人間の安全保障」に関する状況を「国家による戦争遂行」
「武力勢力と戦場」「死者数」「人権侵害の国際比較」「戦争と平和の要
因」という章立てで『miniAtlas of Human Security in２００８』（邦訳『世
界銀行アトラス 人間の安全保障はどう守られているか』）４７を発表している。
ちなみに世界銀行は、今まで有料であったデータベースWorld da-
taBank４８を２０１０年に無料開放した。同データベースでは、World Devel-
opment Indicators（WDI）をはじめ、２００以上の経済圏に関する、２，０００
４６ 『人間開発報告書 １９９４』p.３８。
４７ 世界銀行／人間の安全保障報告プロジェクト（HSRP）編著、小松由紀子訳
『世界銀行アトラス 人間の安全保障はどう守られているのか』一灯舎、
２００９年。
４８ http:／／databank.worldbank.org／ddp／home.do
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以上の時系列指標などの経済開発指標を公開している。
OECD（経済協力開発機構）では、「人間の安全保障」を文言としては出
していないが、OECD加盟諸国３０カ国の貧困や不平等など、「人間の安
全保障」の「欠乏からの自由」に関連する様々なデータから指標化した
ものを分析した『Society at a Glance: Social Indicators 』４９を２００１年から
隔年で発表している。社会指標として、所得や人口、出生率などGE指
標（一般的な背景指標）、就職や失業、保育費用、失業給付などSS指標（自
立指標）、物的貧困や収入の不平等、賃金格差などEQ指標（公正指標）、
余命や保健医療支出などHE指標（健康指標）、投票や受刑者、自殺、政
治制度への信頼度や生活満足度などCO指標（社会的結束指標）で表してい
る。OECDは、統計サイトStatistics Portalでも毎年、『OECD Factbook 』
を発表しており、加盟各国の統計を公表している５０。
サイモン・フレイザー大学では、２００５年以来、School for Interna-
tional StudiesのHuman Security Research Groupが『Human Security
Report 』を毎年発行し、少しずつテーマを変えて「恐怖からの自由」
を視点に世界の現況を実証的なデータでまとめている。ここのホーム
ページ内にHuman Security Gatewayがあり、「人間の安全保障」に関
する最新のニュース、レポート、学術論文、データにアクセスできるよ
うになっているが、ここでも指標化はできていない５１。
４９ 邦訳として、OECD編著、高木郁朗監訳、麻生裕子訳『図表でみる世界
の社会問題 OECD社会政策指標 貧困・不平等・社会的排除の国際比較』
明石書店、２００６年、『図表でみる世界の社会問題２ 貧困・不平等・社会的
排除の国際比較』同、２００８年がある。貧困に特化したOECDの分析書とし
て、OECD, Growing Unequal? Income Distribution and Poverty in OECD
countries, OECD, ２００８、邦訳、小島克久、金子能宏訳『格差は拡大してい
るか OECD加盟国における所得分布と貧困』同、２０１０年がある。
５０ http:／／www.oecd.org／statsportal／ 邦訳『図表で見る世界の主要統計
OECDファクトブック』明石書店、毎年。
５１ 同 レ ポ ー ト に つ い て は、http:／／www.hsrgroup.org／human-security-
reports／に掲載。Gatewayについては、http:／／www.humansecuritygateway.
com／ 世銀の『miniAtlas Human Security 』についてもここからアクセス、
ダウンロードができる。SIPRIのデータベースにもリンクが貼ってある。
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 指標化への学術的なアプローチ
ゲーリー・キングとクリストファー・マーレーは、貧困が人間として
最も重い安全保障の要素であるとし、「人間の安全保障」が「保障され
ていない（insecurity）」状態を「一般化された貧困（generalized poverty）」
の状態とした。幸福な状態（well-being）を構成するいくつかの領域であ
らかじめ決めたthreshold（敷居、閾値）を下回った状態で、この「一般化
された貧困」があるとする考え方である。
キングらは構成要素を収入（一人当たりGNP購買力平価）、健康（健康の
質、EuroqolやWHOが開発した指標を利用）、教育（識字率もしくは平均就学
年率）、政治的自由（人権擁護団体フリーダムハウスが出しているデータを利
用）、民主主義（大人の選挙参加率）を定義している。その上で、個々の人
間が「一般化された貧困」の状態以外にいる年数を「YIHS: Years of In-
dividual Human Security」、個々の人間が「一般化された貧困」の状態
以外にいたいと願う割合を「HIS: Individual Human Security」、特定の
人口でYIHSを積み上げて「Population Years of Human Security」を測
るという計測方法を提示している。これらの指標から個々人のリスク・
アセスメントモデルが「一般化された貧困」を防ぎ、減らすことに役立
つとしている５２。
しかし、キングらのモデルは膨大なデータの積み重ねの上で計測する
必要があり、今のところ、モデルを提示した段階に過ぎない。
ロネーガン、グスタスソン、カーターは、環境、経済、社会、制度の
４つの領域でそれぞれに４つの指数を選び、計１６の指数で、「人間の安
全保障」が守られていない状態を表す「Index of Human Insecurity（IHI）」
を提示している。環境ではエネルギー輸入量（商業用エネルギー消費の
％）、土壌汚染（トン／年）、安全な水（アクセスできる人口の％）、耕
作可能な土地（一人当たりヘクタール）、 経済では一人当たり実質GDP、
一人当たりGNP成長率、成人識字率、GDP当たりの商品・サー
ビスの輸出・輸入の価値、社会では都市人口増加率、成人男子の人
５２ Gary King and Christopher J.L. Murray,“Rethinking Human Security,”
Political Science Quarterly , vol.１１６, no.４,２００１―０２, pp.５８５―６１０.
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口比率、乳幼児死亡率、平均余命、制度ではGDP当たりの教育
費に対する軍事費の支出率、GDP当たりの国内総固定投資の比率、
民主化度（１―７のスケール）、人間自由度（０―４０のスケール）につい
て、１９７０年から１９９５年までのデータを収集し、指標化している。ただ、
このモデルは計測された期間のみの指標であるため、時系列分析ができ
ていないうえ、国内の変化をみることができないことを筆者たちも認め
ている５３。
カンティ・バジパイは、個々人の身体的な安全と自由に対する直接的
及び間接的な脅威と、それらの脅威に対応できる能力を構成要素とする
「Human Security Audit（監査）」を提示している。指標化に向けて、
分析レベル（世界、地域、国、地方）、量的かつ質的な分析の可能性など
を示している。その上で、「人間の安全保障」の指標化は容易ではない
が、指標化によってどのような活用性、問題点があるのかを検討してい
る。このモデルはあくまで提示だけであり、指標化には至っていない５４。
ある程度、汎用性が高いモデル化とその指標化に成功しているのが、
テイラー・オーエンが提示したサブナショナルからのアプローチ「Hu-
man Security Mapping」である。オーエンは、前述のキング＆マーレー
のモデル、ロネーガンらの「Index of Human Insecurity」モデル、バ
ジパイの「Human Security Audit」モデル、などを検証し、いずれも
それぞれ「人間の安全保障」で強調する領域に偏りがあり、一長一短で
限度があると評価した上で、「人間の安全保障」の指標化には、データ
の利用可能性、統一性、積み上げを克服するものでなければならないと
している。
５３ Steve Lonergan, Kent Gustavson, and Brian Carter, The Development
of an Index of Human Insecurity, Global Environmental Change and Hu-
man Security Project, International Human Dimensions Programme on
Global Environmental Change, Research Report, ２０００. 同じ内容の論文で
“The Index of Human Insecurity,”Aviso, issue no.６, January２０００. http:／／
www.gechs.org／aviso／０６／
５４ Kanti Bajpai,“Human Security: Concept and Measurement,”Kroc Insi-
titue Occasional Paper ＃１９:OP:１, August２０００.
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オーエンは、「人間の安全保障」を環境、経済、政治的、個人的、健
康、食糧の６つの脅威に絞り、それぞれの脅威をアセスメントして、
データを数字と質の両面で地域の研究者、NGO、政府、国際機関など
を使って集める、その脅威の厳しさを単純に「高」「中」「低」で分ける、
それをGeographic Information Systemを利用して地図上の地域（行政区
域）で空間的な分布を見ていくという手法を採用している。
オーエンは６つの脅威の組み合わせ、カンボジアの事例を使って「貧
困」（貧困率）と「健康」（１０万人当たりのHIV／AIDS、デング熱、結核といっ
た感染症にかかった人数）で重なっているところが多いところがより「人
間の安全保障」が厳しい状態であるところで、この両要素が最も重なり
が大きいところを「Hotspots」（最も厳しいところを意味する）と分析して
いる。
ホットスポットを明らかにすることで政策策定過程に使える、脅威が
一目でわかる、公開が簡単になる上、政策に必要な脅威だけを取り出す
ことができ、ローカルの知識を引き出すことができる、活用できるサブ
ナショナルのデータを蓄積できる、人道支援の際に効果的なターゲット
を見つけて対応できる、としている５５。
今のところ、オーエン・モデルの実証はカンボジアの事例研究だけが
公表されているが、他の国への展開も可能であり、わかりやすくて、政
策策定にも有効であると評価できる。ただ、取り出した脅威によっては
やはり客観性がどこまで保てるか、脅威のレベルの基準も主観の入る余
地があり、必ずしも明らかではない。既存のデータでは国別レベルなの
で、膨大な労力を使ってデータを積み上げなければならない、サブナ
５５ Taylor Owen,“Measuring Human Security: Methodological Challenges
and the Importance of Geographically Referenced Determinants,”Peter H.
Liotta et al.（eds.）, Environmental Change and Human Security: Recogniz-
ing and Acting on Hazard Impacts, Springer NATO Science Series,２００８,
pp.３５―６４. その他、同じくオーエンの論文として“Human Security-
Conflict, Critique and Consensus: Colloquium Remarks and a Proposal for
a Threshold-Based Definition,”Security Dialogue,３５（３）, September２００４,
pp.３７３―３８７がある。
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ショナルなデータがとれるかどうかにかかってしまう、時系列変化を見
るところまで行っていない、などの問題はなお残っていると言えよう。
 新たな指標化モデルへ向けて
多少なりとも「人間の安全保障」に関する指標化モデルが提示されて
きたが、まだ研究も実用も初期段階に過ぎない。それでもなお、今まで
の検証をもとに、指標化について何がわかり、何が言えるのかをまとめ
てみたい。
第１に、広く共通に受け入れられる指標を構築するのは確かに容易で
はない。これは「人間の安全保障」に限らず、他の様々な指標化とその
モデルづくりにおいても常に直面する問題である。だからこそ、国際比
較が社会的、文化的ないしは時に心理的な要素を加味しても、なお耐え
得る共通項を見い出して、客観的なデータに基づく指標化が必要なので
ある。価値判断が恣意的に入り込む余地のあるものはできる限り排除す
べきであるが、人文社会科学の研究、分析上、普遍化への努力に最善を
尽くす必要がある。とりわけ時系列分析が可能な指標化は、政策展開へ
の活用上、必須である。
第２に、指標化はsimple is bestで、解り易いものでなければならな
い。とりわけ、広く国際社会の時空間に亘る位相と変容を寛容に受け入
れ、見究めながら、その上で普遍的な有効性を求める以上、バイアスの
入り込む余地の少ない単純化が最善である。
第３に、「人間の安全保障」の構成要素である「欠乏からの自由」と
「恐怖からの自由」を確保、拡大するための政策展開に直接、間接に有
効な指標化である必要がある。これは、オーエンも人道支援に役立つも
のと言った考えに通じる点であるが、できれば課題解決に役立つ指標化
が望ましいことは言うまでもない。
これらの３点を満たす指標化に考えられる方向性は、次のようなもの
である。
その１つは、国家レベルのマクロと人間（個人）レベルのミクロの二重
構造でハイブリッドな指標化が必要である。「脅威」は世界レベル、国
レベル、サブナショナルレベル、さらには人間（個人）レベルで特性が
《論 説》
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違ってくるため、カテゴリーに分ける。
２つには、「脅威」をわかりやすく絞り込む必要がある。絞り込む基
準は、例えば「欠乏からの自由」から言えば、誰でもわかる、人間が人
間として必要最低限で確保しなければならない指標があるかどうかとい
う点である。
３つには、１つの「脅威」が他の「脅威」との連関で影響し合う複雑
連関性の指標化も必要である。たとえば、安全な飲み水をどれだけの人
たちが確保できているのかいないのか。これは貧困と環境の両面から
「欠乏からの自由」を示す指標として極めて有効である。乳幼児死亡率
も貧困と健康という視点で連関する指標である。オーエンの提示した
ホットスポット分析はこれに該当する。
「人間の安全保障」を示す有効な指標であるかどうかは具体的な事例
を通して検証を重ね、精度を上げていく必要がある。これらの諸点は、
これからの研究課題として深めていきたい。
終わりに―政策展開に役立てるために―
データ分析をめぐる批判は、一般にデータ化して何の意味があり、意
義があるのかというものが多い。大事な点は、データ化それ自体が目的
になってはならず、何のためのデータ化なのか、その目的と手段を明確
にしていくことである。データはあくまでも客観化、傾向分析、事実関
係の積み重ねが必要で、事実分析や実証をより深掘りするための裏づけ
になるものでなければならない。
指標化へは課題解決へ向けての政策展開に役に立つデータ分析に仕上
げていく必要がある。指標化による研究や分析を進める狙いは、何も国
際社会のすべての位相と変容を網羅できるような、完ぺきなモデルづく
りにあるわけではない。指標化とそのモデルづくりに取り組むことで、
先ずは事例分析の標準化が容易になって、課題解決につながるような政
策展開へ、政策過程への導入に有効な手段としての地平を拓いていくこ
とである。
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